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バブル崩壊の１９９０年代から続く「失われた３０年」には，雇用調整による会社への信頼の崩

壊，部下なし管理職に代表されるポスト不足による働きがいの喪失などにみられる年功序

列・終身雇用の日本型雇用システムの限界が見られます。企業主導のジョブ・ローテーショ

ンによる受身のキャリア形成では専門家不足となり，グローバル企業に対抗できないことは

明らかです。現状を打破する手段として，ジョブ型雇用への転換が注目されています。

メンバーシップ型雇用のメリット・デメリット

１．メンバーシップ型雇用とは

メンバーシップ型雇用では，入社時に業務内容や勤務地・労働時間などについて，労働契

約書による概要の説明はあっても，その後の会社都合により柔軟に配置転換されます。新卒

一括採用で，入社時に業務能力を問われることなく，会社指示によるジョブ・ローテーショ

ンで，スキル・経験・知識を身につけ，労務管理は終身雇用・年功序列で行われます。

２．メンバーシップ型雇用のメリット

メンバーシップ型雇用では，企業の都合に合せて柔軟に人員を配置できます。欠員が生じ

ると，配置転換で迅速に欠員の補充をします。人材の育成は，時間をかけてジョブ・ローテ

ーションでジェネラリストを育成します。従業員の採用は，原則新卒一括採用で，採用コス

トが安く，オリエンテーションは効率的です。

３．メンバーシップ型雇用のデメリット

社命によるジョブ・ローテーションでは，スペシャリスト採用・育成は困難です。キャリ

ア形成は社命により決定されるため，受け身のキャリア形成に熱意はなく専門家の育成とし
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５
回 ジョブ型雇用で働きがい改革

― 経営承継研究会 ―

中小企業診断士 長谷川 勇

私は，アメリカの大学院を卒業し，アメリカ系日本法人に就職し１０年になります。

父が経営する企業に転職して，父を支えるように要請を受けていますが，１月号の

資料のような働きがいを感じない従業員に囲まれて仕事をすることに躊躇していま

す。知人から，それだけ改革ののりしろが広いので挑戦してはと忠告を受けていま

す。メンバーシップ型雇用での受身のキャリア形成からの脱却についてご教示くだ

さい。
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●図表－１ 学習意欲・自己啓発活動の国際比較

読書
研修・セミナー
への参加

資格取得学習
大学・大学院・
専門学校

特に何も行って
いない

日本 ２７．４ １３．６ １３．６ ４．６ ４６．３

中國 ３２．３ ３３．４ ３５．９ １３．６ ６．３

韓国 ４０．６ ３０．３ ２９．４ １２．９ １２．３

台湾 ３４．８ ３１．０ ２５．９ １４．３ １３．０

香港 ３８．８ ２４．４ ２０．１ １４．３ １８．３

タイ ４４．０ ４３．６ ３１．９ １９．２ ５．７

フィリピン ５１．５ ５５．１ ３０．０ ２０．６ ６．４

インドネシア ４５．１ ５３．４ ５０．７ ２２．６ ２．３

マレーシア ５１．４ ５２．０ ２４．８ １７．４ ７．４

シンガポール ３６．９ ３７．０ １９．２ １０．３ １８．３

ベトナム ５３．７ ４４．２ ２５．３ １５．２ ２．０

インド ４０．９ ４５．８ ３１．３ ２２．５ ４．９

オーストラリア ４５．７ ２７．４ １６．７ １４．４ ２１．５

ニュージーランド ４８．４ ２５．７ １５．８ １０．９ ２２．１

（出典） 働く意識に対する国際比較 ㈱パーソル総合研究所 ２０１９年，他に，語学学習・通信教育・副
業兼業・社会活動参加・勉強会等主催（語学学習を除き最下位）
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ては力強さに欠けます。職務記述書がないため，テレワークの場合職務の守備範囲が曖昧で

人事評価に客観性を持たせにくくなります。意欲的な若手社員は働きがいを失い退職に繋が

ります。総務省統計局の「労働力調査」（２０１９年）の「非正規の職員・従業員の割合」は３８．３％

に達し，働きがいの低下要因と推測されます。

このような受身型のキャリア形成では，内発的学習意欲・自己啓発活動は低調で，図表－

１のとおり国際比較で劣後し，人材劣化現象が生じています。

４．メンバーシップ型雇用の限界

バブル崩壊後の日本経済は停滞し，年功序列型賃金・終身雇用制度は維持出来なくなり，

ポスト不足で〇〇補佐・部下のいない管理職などで，従業員は働きがいを喪失しています。

リストラの頻発などで，従業員は企業不信となり，従業員エンゲージメントは世界的にも低

位に張り付いています（４月号参照）。企業の成長を現場で支える従業員の意欲・チャレン

ジ精神等の低下を招いています。高等教育機関での２５歳以上の入学者比率の低さは，一旦就

職すると専門教育を受けず，OJTで満足していることを表しています。費用を自己負担し

てまでスキルアップの努力をするより，年功序列の軌道に乗り順番待ち志向の強さを表して

います（図表－２）。メンバーシップ型雇用制度は，従業員の自律的向上意欲を削ぎ，リカ

レント活動の低調さを招いています。

国際比較をすると，メンバーシップ型雇用制度では，限界があるとの考えが強まり，ジョ

ブ型雇用への関心が高まり，大手企業の一部で導入が始まっています。

ジョブ型雇用のメリット・デメリット

１．ジョブ型雇用とは
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期待するジョブ（業務）の遂行能力（経験・スキル）を有する人材を採用し，適所適材を

配置する雇用制度です。人材を採用・任命する前に職務能力を把握し，勤務地・職場への配

置などを事前に契約します。採用は通年採用で，ポストが空いた時に募集します。担当する

職務ごとに，職務に必要なスキルを記述した職務記述書（Job Description）（事例：役割責

任・期待成果，業務内容の詳細，求められる経験・スキル・知識などを明記）を提示し，記

載内容が実行可能なことを雇用契約条件として，人材を採用・配置します。

２．ジョブ型雇用のメリット

「ジョブ型雇用が日本で普及すれば」との前提条件付きですが，雇用流動性が高まり企業

が必要な専門性の高い人材の採用が可能になります。欠員補充を中心とするキャリア採用と

なるため，即戦力のある経験者・専門家を採用し，教育投資が抑えられます。高い雇用流動

性で，職種別の賃金水準は形成され，給与不満を原因とする退職者が抑えられ，雇用が安定

します。職務記述書の内容を納得して採用されるため，期待と業務内容とのミスマッチが減

少します。従業員は自律的にキャリアを選択できるため，働きがいが高まります。上昇志向

の従業員は，自律的に自己啓発やリカレントを行い人材レベルが向上します。

３．ジョブ型雇用のデメリット

スキル・職務経験の少ない新卒者・若者は，就業機会が少なく，失業率が高まります。職

務がなくなれば職を失い雇用は不安定です。ポストに空席が生じると，職務命令による配置

転換ができないため，後任者の補充に時間を要することも生じます。同業種・同職種間での

引き抜き合戦が生じ，人材の外部流出が生じやすくなります。職務記述書で業務範囲が明確

なため，構成メンバーの職務記述書に記載のない事態が発生した場合，職務範囲に固執する

●図表－２ キャリアアップ活動の国際比較
高等教育機関２５歳以上入学者％ スキルアップのため自己負担で実施しようと思っている％

１ イスラエル ２８．７ １ インド ９０．８ １７ オーストラリア ６６．９

２ デンマーク ２７．６ ２ アルゼンチン ８８．６ １８ ルクセンブルグ ６４．９

３ スウェーデン ２５．６ ３ ブラジル ８８．６ １９ カナダ ６４．７

４ オーストラリア ２１．７ ４ ギリシャ ８７．２ ２０ ニュージーランド ６４．７

５ フィンランド １９．４ ５ 中國 ８４．７ ２１ ノルウェイ ６４．２

６ エストニア １８．８ ６ マレーシア ８０．７ ２２ スウェーデン ６２．０

７ ノルウェー １７．５ ７ スペイン ７６．５ ２３ 香港 ６１．０

８ ドイツ １４．８ ８ スイス ７６．３ ２４ アメリカ ６０．１

９ イギリス １４．６ ９ シンガポール ７５．６ ２５ ドイツ ５５．６

１０ チェコ １３．４ １０ ポーランド ７２．８ ２６ イギリス ５５．３

１１ イタリア ８．６ １１ トルコ ７１．９ ２７ デンマーク ５２．６

１２ スペイン ８．１ １２ ハンガリー ７１．６ ２８ オランダ ５２．１

１３ ハンガリー ６．０ １３ イタリア ６９．４ ２９ ベルギー ４９．１

１４ オランダ ３．８ １４ チェコ ６９．１ ３０ フランス ４３．６

１５ 日本 ２．５ １５ ポルトガル ６８．４ ３１ 日本 ４２．２

１６ ベルギー １．７ １６ オーストリア ６７．４

（出典） OECD 「Education at a Glance」
（２０１７）（諸外国）
文科省「H２７年度学校基本調査」

（出典） ランスタッド KK「ワークモニター」（２０１７）
１８歳～６５歳 週２４時間以上勤務労働者調査
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とチームワークが醸成しにくくなります。

４．メンバーシップ型からジョブ型雇用への移行

失われた３０年の原因を労務面から分析すると，バブル崩壊で自信を失った企業の対策は，

イノベーションによる効率化・合理化ではなく，正規雇用の削減・非正規雇用への転換，人

件費の安い海外進出などの人件費の削減など安易な解決策に逃避してきたと言えます。ドイ

ツの社会心理学者エーリッヒ・フロムの著書「自由からの逃走」の書名を引用すると，失わ

れた３０年は「自由（競争）からの逃走」で，経営者は近代的装いをした村落共同体（メンバ

ーシップ型雇用企業）に安住してきました。主体性のない受身のキャリア形成の従業員は，

追い求める分野の専門家になれず，働きがいを得られる職務に手を挙げられません。人的資

本の浪費です。このような労務環境では，自己研鑽に努めリスキリングを意識している海外

企業の従業員には勝てないと自覚した日本の企業は，ジョブ型雇用企業への転換に着手して

います。

近年は，グローバルな市場競争の激化，企業経営のグローバル化，コロナ禍を機に導入が

進むテレワーク，同一労働同一賃金の義務化に対応するため，ジョブ型雇用へ移行する企業

が増加する傾向にあります。しかし，移行の内容は，企業の内情により様々です。

５．各社各様のジョブ型雇用の導入事例

メンバーシップ型雇用は，日本社会に深く浸透しており，一企業単独では学術的定義のジ

ョブ型雇用制度に移行することは困難です。ジョブ型雇用への移行を表明している企業の一

部を例示しますが，その内容は各社各様です。

・日立製作所：

２０２１年 ジョブ型人事制度の運用開始

２０２４年 関連制度・仕組みの整備（リモート環境整備，会議サポートシステムの活用）

・KDDI :

２０２０年 ジョブ型人材マネジメント導入。中途採用正社員に適用

２０２１年 管理職２４００人，新卒社員に適用

・富士通

２０２０年 幹部社員にジョブ型人事制度導入

２０２２年 一般社員に導入（４５，０００人）職務記述書（職務内容・期待する貢献）

FUJITSU Level（グローバル共通報酬水準） CONECT（グローバル共通評価制度）導入

その他に，資生堂，パナソニック，双日，三菱ケミカルなどの各社も，ジョブ型雇用制度

導入を公表しています。

人的資本経営・人材版伊藤レポート２．０を実現するジョブ型雇用

１．人材版伊藤レポート２．０策定の背景

設備が付加価値の源泉である製造業の時代から，「人」そのものが付加価値の源泉の時代

へ移行しています。人的資本経営とは，人材が企業の付加価値を生む源泉と捉え，能力開発，

働きやすい環境整備，人材の多様性の確保などに投資をすることです。図表－１と図表－２

のとおり，日本企業社員の自己啓発投資は，諸外国と比較して危機的状態にあり，伊藤レポ
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ートショックを契機に，人的資本経営にかじを切る必要があります。戦後のゼロからの再出

発に際し重視した，「教育立国」，「技術立国」に立ち返る機会です。

２．人材版伊藤レポート２．０の狙い

２－１ 人的資本の重要性を再認識する：終身雇用制度・年功序列型評価制度（日本的経

営）が崩壊し，人的資本経営の導入が必要なこと。

２－２ 人的資本経営実現のアイディアを提示する：事業内容や企業ごとに異なる環境に

応じて最適な人的資本経営施策を立てるヒントを提供すること。

３．人材版伊藤レポート２．０の概要

企業価値を向上させるには，価値創造の視点から経営戦略と連動した人材戦略を策定する

必要性を強調しています。人材戦略の検討に際しては，５つの要素として，�多様な人が活
躍する動的な人材ポートフォーリオ環境，�個々人の多様性が，対話・イノベーション・事
業のアウトプットにつながる環境，�目指すべき将来と現在とのギャップを埋めること（リ
スキリング・学び直し），�多様な個人が主体的・意欲的に取組めること，�時間や場所に
囚われない働き方等を挙げています。

ジョブ型雇用制度で人的資本経営を実現する

人材版伊藤レポート２．０では，自律的にキャリア形成を行い，自発的に上位の職務を開拓

する意欲を求めています。人的資本経営では，従業員は企業の重要なステークホールダーと

して，企業の発展に貢献することが期待されています。期待に応える社員像は，社命による

受身のキャリア形成に甘んじている従業員ではありません。人材版伊藤レポートでは，ジョ

ブ型雇用に触れていませんが，社員に「主体的」，「自律的」，「自発的」な対応を求めていま

す。人的資本経営に求められる人材像は，自律的キャリア形成が求められるジョブ型雇用に

より実現します。

働きがいを感じない従業員の意識改革をする

働きがいのない従業員は，人的資本の浪費です。ジョブ型雇用システムに移行し，自律的

キャリア形成意識を醸成することが重要です。移行プロセスは，貴社の企業文化・業種によ

り移行方法を，慎重に選択する必要があります。従業員との対話の場を広げて自律的なキャ

リア形成に導き，働きがいを高めましょう。その第一歩は，ポストの社内公募制が考えられ

ます。


